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エグゼクティブサマリ

対象企業の概要

マーケットイン型のソーシャルビジネスモデルを主導し、

日本の茶生産地から“高品質のお茶”を購入し、

『日本茶ブランド』使用許諾先の海外等の提携先

へ、高品質・高単価のお茶を販売する事業を、主
たる事業として営む。

本報告書の対象

となる知財・無形
資産

・世界39か国で取得済みの「日本茶商標」
・日本の茶生産地、及び、暖簾分けした提携先と
のネットワーク

・高品質のお茶を製造する「茶加工のノウハウ」

・お茶・商標の使用ルール

・日本茶ブランドの心・思考を持つ人材

・ソーシャルビジネスモデル

対象企業の課題

・日本茶ブランド事業が軌道に乗った状態となり、

今後の体制の整備として、代表の溝口氏の年齢
を考えると、事業承継が優先的な課題となる。

・事業の承継者が安心して事業を引き継ぐことが
できるように、経営基盤の強化が課題となる。

・事業承継後のソーシャルビジネスモデル継続のた
めにチーム作りが課題となる。

・今後も海外で抹茶需要が続くことが予測される
が、抹茶不足の状況が予測され、そのような状況

でも売上高を伸ばすことが課題となる。

対象企業の

目指すべき姿

・安定経営を継続できる自社体制を構築した上で、

“現地での美味しい”を実現できるソーシャルビジネ

スモデルを、生産者と提携先を含めたチームで継続

して、「茶生産者の好循環による持続化」を実現
する。

・海外で日本茶文化を発展させ、海外での成功を
基に「日本回帰」を果たす。

事業目標

・純資産がマイナスの状態を脱却させ、安心して事
業承継できる状態を構築する。

・お茶の品質・ブランドを守ることができる、強固な
仕組みを構築する。

課題解決の

方向性

・今後継続的に見込まれる利益により、純資産が

マイナスの状態を早期に脱却させる。

・「茶生産者の好循環による持続化」を実現できる、

社内体制の構築（経営のさらなる効率化）。

・ お茶・商標の使用ルールとして、揺るぎないルール

作りと、ルールを実践するために、日本茶ブランドの
心・思考の伝承。



企業概要

4



5

事業概要・経営方針

企業概要（As-Is）

会社名 宇治園製茶株式会社

法人番号 5240001037830

所在地 広島県尾道市木ノ庄町木梨775ｰ1

設立 1979年（創業は1966年）

資本金 1,000万円

代表者 溝口義揮

事業内容 日本茶並びに杜仲茶の製造（加工委託）・販売

これらの茶の関連商品の販売

日本茶の製造・販売に関するコンサルティング

企業理念 茶無上心（茶はこれ以上ない人への心）

（日本茶ブランドの理念：日本茶で世界を平和に）

経営方針 持続可能な茶業界を実現すべく、日本茶ブランドを活用したブランド戦略により、業界をリードする高価格で、世界中に高付

加価値な茶製品を提供する。

ウェブサイト https://ujienseicha.co.jp/

対象となる知財の概要 日本茶ブランドの日本・海外の商標権

茶加工のノウハウ、お茶を使ったメニュー開発のノウハウ、杜仲茶の活用方法のノウハウ

関連会社 有限会社セカンドグリッド（代表者：溝口義揮（宇治園製茶株式会社の代表者と同じ））
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事業概要

企業概要（As-Is）

■加工委託先で製造された仕上げ茶を国内・海外に販売

・日本における“お茶”の産地（静岡、鹿児島、三重、宮崎、京都、奈良、滋賀）、及び、“杜仲茶”の産地（広島）の農家（杜仲茶は組

合）や加工業者と長年の取り引き関係がある。農家から荒茶を購入し、当社で決めた配合で加工業者が仕上げ茶を製造している。

・仕上げ茶の販売先は、国内が、当社の日本茶ブランドで飲食店を経営する提携先（沖縄、宮島）、それ以外の法人及び個人であり、海

外が、日本茶ブランドで飲食店を経営する提携先（9か国）である。海外は、関連会社（(有)セカンドグリッド）を介して取り引きをしている。

・日本茶ブランドで飲食店を経営する国内外の提携先は、「暖簾分け」を認めた企業であり、店舗運営契約を締結している。当社は、関連会

社に加え、生産者及び提携先を含めた一つのチームで、日本茶ブランド事業を行っている。

海外の提携先（暖簾分けで、商標使用を認めた海外企業）

（有）セカンドグリッド

当社
加工業者

（製茶）
農家

（国内）

仕上げ茶

加工委託 仕上げ茶

（販売）

仕上げ茶（卸売）

国内の提携先

を含む法人

個 人

仕上げ茶

（オンライン販売）

仕上げ茶（輸出）



・お茶の対価

・コンサルフィー（イニシャル）

・現地の情報

（現地で生まれるイノベーティブ

なお茶の活用方法等）

7

当社によるソーシャルビジネス（日本茶ブランド事業）

企業概要（As-Is）

■マーケットイン型で、生産者に利益配分できるソーシャルビジネスモデル

・当社の代表は、日本においてお茶の生産者・生産量が減少している状況（次頁参照）に危機感を持ち、「茶生産者（農家・加工業者）の

好循環による持続化なくして日本茶業の未来は非ず」との考えの下、生産者に利益配分できるソーシャルビジネスモデル（下図参照）を構築した。

茶加工品を用いた飲食物

・お茶（仕上げ茶）の独占供給（1国1法人）
・コンサルティング

（メニュー開発のアドバイスなど）

・商標の使用許諾

・品質管理

・ミニマムな販管費で運営できる国内体制

・提携先の飲食店で、茶加工品を用いた飲食物※を提供。

⇒提携先で少ないお茶の量で高収益

⇒当社から提携先へ、他社と比較して高品質・高単価のお茶を販売。

当社
提携先

＜カフェ・レストラン＞
一般消費者

飲食物の対価

現地の食材を用いた

独自性があるメニュー

当社は、生産者（農家・加工業者）から高単価

でお茶を購入している。

高単価の購入でも利益を生み出せる。

これにより好循環が生まれる。

ビジネスモデルの成立条件

・ソーシャルビジネスモデル実践・継続に必要な心（お茶に込める心）・思考を提携先に

伝え、各提携先が自身の責任の下で事業を行う暖簾分けの形態。

・現地のトレンド把握により、茶加工品を用いて、お客が喜ぶメニューを開発できること。

・提携先へ高品質のお茶を提供できること。

・最高品質の印象を持たれる日本茶ブランドを認識できること。

※茶加工品を用いた飲食物：飲食店のメニューのスライド参照
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日本における茶業の現状

企業概要（As-Is）

出典：茶業及びお茶の文化に係る現状と課題（令和6年11月農林水産省）

■茶の生産量

・茶の生産量は減少し続けている。

■茶の栽培面積・栽培農家戸数

・茶の栽培面積の減少度合いは、生産量と似た傾向。

・茶栽培農家戸数は大きく減少している。高齢化も進展している（図示省略）。



9

当社が掲げるソーシャルインパクト

企業概要（As-Is）

■「茶無上心（茶はこれ以上ない人への心）」の理念の下で、ソーシャルインパクトの目標値を定めて、ソーシャルビジネスにコミット

＜当社のソーシャルインパクト＞

・杜仲茶や日本茶を使用してもらい、世界で取り組んだ個人、法人数（出口）

・他国、他地域の資源、生産物と作り得た加工品、商品の数（出口）

・瀬戸内の島々で自然栽培する杜仲の木の葉、圃場の数（環境保護＝供給）

・国内栽培茶・有機・自然栽培茶の面積、茶農家数（栽培拡大＝供給）

・瀬戸内産杜仲茶と日本茶の買取価格、総額と単価（ｋｇ）、その上昇率

・上記全ての行いに携わる国と人の数（相互扶助・共存共栄＝世界平和）

・当社は、社会課題に対する目標値として、次のソーシャルインパクトの目標値を定め、日本の茶業を守るソーシャルビジネスにコミットしている。

・茶業界では産地ごとに利害が対立するケースがあるが、当社は、お茶の非産地に所在し、また835年続く茶農家の家系である。

当社は、各産地との利害がなく、日本全体の生産者を守るビジネスに適した存在である。
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日本茶ブランドの飲食店のメニュー（その1）

企業概要（As-Is）

・提携先にて、当社が卸したお茶の販売もしているが、多くは現地で、茶加工品を用いた飲食物を提供している。

・飲食店には、カフェとレストランの2タイプがある。

・レストランでは、“当社提供のお茶（抹茶、杜仲茶・ほうじ茶）”を日本食に組み合わせ、独自性の高いメニューを提供している。

抹茶そば／杜仲茶ヌードル抹茶とデザートとのセット

杜仲茶ライスを用いた丼又は定食抹茶そば と天ぷらのセット 杜仲茶緬

薄茶

＜レストランメニュー（米国）＞

抹茶以外に杜仲茶を活用することで高収益化を実現。
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日本茶ブランドの飲食店のメニュー（その2）

企業概要（As-Is）

＜（テイクアウト）カフェメニュー（沖縄）＞

京都お抹茶 ラテ

（抹茶・ほうじ茶・杜仲茶）

あずき茶ラテ

（抹茶・ほうじ茶・杜仲茶）
ラテフロート

（抹茶・ほうじ茶・杜仲茶）

ジェラート

（抹茶・ほうじ茶・杜仲茶）

パフェ

（抹茶・ほうじ茶）

＜（テイクアウト）カフェメニュー（米国）＞

ケーキセット 抹茶ラテ

お客からよく見える場所で、

お茶を淹れている。

お茶などの物販も行う

抹茶以外に杜仲茶を活用することで高収益化を実現。

・日本茶は、海外発祥のラテやスィーツ文化など海外食文化と融合し、急速に世界でイノベーションが起きている。

・カフェでは、イノベーションの流れに乗りつつ、抹茶・杜仲茶・ほうじ茶を使用して、独自性の高いメニューを提供している。

また、お客からよく見える場所で、お茶を淹れている。



事業の核となる知的財産
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日本茶ブランド

■１番茶のみに用いるブランドとして、39ヵ国で「日本茶ブランド」を商標登録

事業の核となる知的財産（As-Is）

※黄色マークは日本茶ブランドの事業展開国

■メインブランドの登録商標

・2009年、米国ニューヨークより海外展

開の準備を開始。2010年、日本茶ブラ

ンドについて、日本で商標登録が完了

し、世界ブランド化に着手。

・当時、海外の人の意見を聞きながら、

一見して日本と分かり、且つ、クールな

デザインとなるように「日本茶」の文字を

左右対称した商標をデザインした。

マレーシア
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日本の登録商標（商標権）

事業の核となる知的財産（As-Is）

・先人が築き上げてきたブランド崩壊に気付き、必

要と判断した商標を権利化してきた（右表）。

・右表は、日本における当社の登録商標である。

右表以外に、関連会社の登録商標が5件ある。

・ブランド保護の意識は高く、必要と判断した商標

を登録・維持している。
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日本茶ブランドのブランディング

事業の核となる知的財産（As-Is）

・メインブランド（日本茶ブランド）は、一番茶のみに使用する商標としてルール化しており、「日本産の品質の良いお茶」の目印としてブラ

ンディング。

・茶道と日本茶は両輪であり、本物を持続化するブランディングとして、武家茶道

は重要である。上田宗箇流御用達茶商である当社は、上田宗箇流の内外での

拡大に強く務める事で、武家茶道及び侍と繋がりある日本茶ブランドイメージを

醸成。
 

・お茶の価値を高めるサブブランド的な表記として、青枠内の言葉を使用。

▷侍茶道家御用達であることを活用した表記。

（刀（Katana）、侍（Samurai）など）

▷現実の茶会で用いられるお茶と同じものに「茶会（Chakai）」と表記。

▷現実の茶道家で用いられるお茶と同じものに「稽古（Keiko）」と表記。
  

・青枠内の表記以外にも、サブブランド的な表記として、

京都、鹿児島などの茶産地名を表記。

■ブランドの目指す姿

・各国・各地・その時々のニーズに応じて、美味しい日本茶を作り、日本茶文化と食文化を

融合させ、各国各地で時々に異なるニーズで人々の笑顔を作る。

・最終消費者の美味しい笑顔無くして、好循環も持続化もない。

・最終的には世界で発展した美味しい日本茶を国内に発信して400年後にあり続ける。
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ブランド強度の評価

事業の核となる知的財産（As-Is）

ブランドによる利益の将来の確実性を評価する指標として、「ブランド強度分析」がインターブランド社から提唱されている。

この分析手法の評価項目を参考に、当社のブランド強度について分析した結果を示す。

項目 コメント

①社内ブランドを
構築する力

・志向力（ブランドが目指す姿に向けて、組織を方向付ける力）

・結束力（組織全体が同じ目標に向かう力）

・共感力（顧客のニーズや想いに応える力）

②社外におけるブラ

ンドの目指す姿を
実践する力

・独自性（特徴的なブランド体験の提供）

・整合性（特徴的なブランドを一貫性をもって提供しているか）

・共創性（顧客との関係性を構築できるブランド体験）

③社外における顧

客との絆を強化す
る力

・存在感（好意的な側面での存在感）

・信用度（顧客目線での誠実な行動）

・愛着度（当社提供の価値や価値観の共有により、顧客が絆を感じられる度合い）

評価結果

代表の強い影響力の下、①社内のブランディングがしっかりなされ、②社外のブランディングも一定以上になされている。

国内・海外の提携先でブランド強度は徐々に高まっているものと推測される。

＜評価が高い項目＞

◎志向力：提携先と密にコミュニケーションをとり、提携先の経営者の多くが、代表が持つ日本茶ブランドの心（お茶に込める心）・思考

に共感・理解した状態にある。

◎結束力：「日本茶で世界平和」との合言葉の下、日本茶ブランドの心・思考を持つ経営者により、各店舗でサービスが提供されている。

◎共感力：現地のトレンド把握をしっかり行い、チームで世界の情報を共有し、顧客のニーズに応えている。

◎独自性：現地の飲食店で、顧客が見える場所で店員がお茶を淹れる。また、侍茶道家との繫がりを顧客は把握・認識できる。

◎整合性：お茶の取り扱い方や保存方法、道具の使い方までルール化している。また、ルール違反で提携先を解約できる内容の契約が

あり、提携先のルール違反が生まれにくい状況がある。

◎信用度：高品質の抹茶が不足する中、お茶の品質を守っている。



現状のビジネス状況（As-Is）
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国内のビジネス状況

現状のビジネス状況（As-Is）

■製品の提供先

・宇治園製茶ブランドの製品は、主に地元事業者、上田宗箇流の茶道家、業務店、個人顧客に提供している。

・業務店には、加工原料茶や販売用を提供している。

・２つの法人（国内の提携先）と店舗運営契約を締結し、これらの法人へ日本茶ブランドのお茶を提供している。

各法人は、茶加工品を用いた飲食物を提供する飲食店を営業している（沖縄、宮島）。
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海外のビジネス状況（その１）

■現地法人と店舗運営契約を締結し、現地法人へお茶（仕上げ茶）を販売。１国１法人としている。

・提携先（現地法人）は、茶加工品を用いた飲食物を提供する飲食店を営業している。

・提携先をフランチャイザーとして、現地でフランチャイジーを設けている場合もある。米国3号店と4号店はフランチャイジー。

現状のビジネス状況（As-Is）

■お茶の販売国（輸出国）（赤字は、日本茶ブランドの展開国）

・ニューヨークシティー（NYC）は、国連があり世界の中心であり、多くの人が集まる。

  当社が世界に向けて周知性を高めていいくためには最適の場所である。

ブランド戦略として“世界の中心地からブランド発信”していることは、日本茶ブランド事業が軌道に乗った要因の１つである。

アメリカ 

ノルウェー 

チェコ 

フランス 

ベトナム 

カナダ 

その他（UAE、オーストラリア、オランダ、マレーシア、コロンビア）

※日本茶ブランドは、商標権の取得国のみで使用している。

商標権を未取得のUAE、コロンビアでは、日本茶ブランドを使用しておらず、二番茶を提供している。

（日本茶ブランドは、一番茶のみに使用される。）
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海外のビジネス状況（その２）

現状のビジネス状況（As-Is）

■米国の状況

・2016年5月、ニューヨークシティーのクイーンズ区に、レストランカフェ１号店を出店。

・コロナ禍の影響を受けたが、「コロナに日本の緑茶が有効」との報道を追い風にしつつ、米国の提携先との協力の下、新たな日本茶食品を開発し

たり、デリバリー・テイクアウトへの転換を行うことで、2022年（令和4年）に過去最高の輸出額に転じる。

・2022年10月、ニューヨークシティーのブルックリン区に、カフェ・テイクアウト２号店を出店。

・2024年11月、ニューヨークシティーのマンハッタン区（コロンビア大学内）に、現地有数のお寿司屋とのコラボ店（３号店）を開業。

・2025年、トランプ関税がありながらも、2026年2月期の米国を含む輸出総額は、前年から2倍を超えて伸びている。

・2026年、1月にブルックリン４号店（FC）、及び3月末にニューヨーク州全米有数の富裕層街ナッソー群に5号店を開業。

■最近の状況

・海外の抹茶需要の急増により、高品質の抹茶（本物の

抹茶）が不足する状況が生じている。

・統計情報によれば、需要急増により、

緑茶の輸出額及び輸出単価が、前年から大幅に上昇

している（右表）。

・2025年8月、ハノイ店（日本茶®ベトナム）が開店した。売上げは好調である。

対象
世界全体向け 米国向け

輸出額 輸出単価 輸出額 輸出単価

昨年の1-10月累計 288億円 4,112円/kg 128億円 5,675円/kg

本年の1-10月累計 539億円 5,346円/kg 219億円 6,258円/kg

■提携先の経営が上手くいっており、さらに提携先となって開業することを希望する企業からの引き合いも多い

状況ではあるが、「高品質の抹茶の不足」により、海外への販売量（輸出量）が徐々にしか伸びない状況。



21

市場の状況

現状のビジネス状況（As-Is）

■世界市場

・「SPHERICAL INSIGHTS」のホームページの情報によれば、世界のお茶の市場は、 

2023年の495.3億米ドルから2033年には982.9億米ドルに成長すると予測され

ている（年平均成長率（CAGR）7.09%）。

・一過性のブームではなく、長期的なトレンドとの予測がある、

・お茶市場拡大の背景には、健康志向の高まり（コーヒーの代替品）、ユニー

クでプレミアムなお茶体験のニーズなどがある。

・日本茶のニーズ拡大の背景には、日本文化への関心がある。

出典：SPHERICAL INSIGHTSのホームページ

（https://www.sphericalinsights.com/jp/reports/tea-market）

■国内市場

・１世帯当たりの緑茶・茶飲料の年間支出金額は、近年は11,000円程度で

横ばいである。

・茶飲料は増加（平成20年比146％）している一方で、当社に関連する緑

茶（リーフ茶等）は大きく減少（平成20年比64％）している。

・緑茶を消費する年齢層は高く、緑茶の年間支出金額はさらなる減少が懸念

されている。

出典：茶業及びお茶の文化に係る現状と課題

（令和6年11月農林水産省）

■海外市場は拡大傾向と予測されている。

（但し、本物の抹茶は不足している。）



22

事業環境分析（チームをカンパニーとした３Ｃ分析）

現状のビジネス状況（As-Is）

◼ 対象企業＋国内外の提携先＋生産者＝チーム

・国内外の提携先（飲食店）で、「高品質のお茶で、現

地の美味しい」を実現するソーシャルビジネスモデルを実践。

（海外の売上比率が7割を超えており、抹茶需要の増加

と共に、海外売上高が増えてきた。）

・生産地とのネットワーク・茶加工のノウハウにより、高品質

のお茶を準備し、提携先に提供。

・飲食メニューの材料として「杜仲茶」を取り扱っている。

◼ 顧客

・お茶を嗜好品として考える人が顧客（外国人、
茶道関係者など）である。

・顧客には、茶道に関心が高い人が一定数いる。

（⇒当社にとって、侍茶道との繫がりは重要）

◼ 同業者

・海外の抹茶需要に対し、当社と同程度の高品質のお茶を
提供している事業者は少ない。

・日本で抹茶用にてん茶生産への切り替えが進みつつあり、

海外への抹茶需要に応えようとしているが、本物の抹茶とは
いえず、現地で評価されていない。

・中国を中心に他国で緑茶（抹茶）栽培が盛んに行われ
ており、安価な抹茶・原料茶の使用が世界で広がっている。

■安価な中国製の抹茶・原料茶（そこそこよい品質）の使用が世界で広がっており、他の日本企業にとって

脅威となるが、当社は、お茶の品質が大幅に優れ、中国製のお茶は脅威にならない状況。

■本物の抹茶が不足する中、日本の他社からのお茶の品質が低く、当社のお茶の品質が際立っている状況。

■引き続き、 高品質のお茶で、現地の美味しいを実現し、且つ、「日本茶ブランドのお茶に込める心、思考を

世界に伝搬していくことが、成長に繋がる。
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事業に対する知財の貢献

現状のビジネス状況（As-Is）

日本茶ブランド

「日本産の品質の良いお茶」のブランドイメージ

世界の中心地NYCからのブランド発信

既存店舗の売上げ増

→当社からの販売量増

→当社からの販売単価増

新規店舗希望者の増加

 →当社のコンサルフィー増

侍茶道家との繫がりがあるブランドイメージ 農家から高単価での購入促進

 →茶生産者の好循環による

持続化

→信頼関係の強化

茶加工ノウハウ

現地に応じた、高品質のお茶の提供

侍茶道家向けに同じ味のお茶を提供

メニュー開発ノウハウ・杜仲茶活用ノウハウ

・現地の美味しいを実現するメニュー作り

・他店舗と差別化できるメニュー作り

侍茶道家との信頼維持・強化

新規店舗の早期売上げ増

→当社からの販売量増

→当社からの販売単価増

侍茶道家との繫がりがあるブラ

ンディングの継続

ブランドイメージの向上

＜39ヵ国の商標権により保護＞

①チーム構築、②模倣の抑止、③ブランドイメージの棄損阻止、

④提携先や生産者の安心感、⑤消費者の安心感に貢献している。

■世界の中心地NYCから発信するブランド世界戦略

■高品質のお茶から、現地の美味しいを実現するノウハウ

事業に貢献
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事業環境分析（SWOT分析）

現状のビジネス状況（As-Is）

内部

環境

強み 弱み
・茶農家の家系であり、 835年の歴史がある。
・高収益化できる、高品質の「因島杜仲茶」を有する。

⇒多様なメニュー開発。抹茶不足を補う。
・高い栽培技術・加工技術を持つ生産者の存在。

⇒高品質のお茶を提供し続けることができるネットワーク。
・販路が多様化しており、様々なお茶を有効活用できる

・川上－川下まで（製茶から、茶業への卸売り、業販、小売りま
で）多くの実績と長い経験がある。“組織的6次産業化”で強み。
・武家茶道上田宗箇流の世界に２社しかない茶商。

・ノウハウの承継や心・思考の伝承を進めつつあるが、現状は代表
者への依存度が高い。

・事業承継において、各産地に茶師が必須であるという点で制約
があり、ノウハウの承継や心・思考の伝承にも時間を要する。

・純資産がマイナスの状態が続いており、経営基盤が弱い。

・海外でのお茶需要の拡大。

・・世界の食生活に日本食と日本茶が移行拡大中。

・・健康によいパワーフードやコーヒー代替品として、抹茶が注目さ

れている。

・・カフェインの常飲性の問題により、ノンカフェイン飲料（杜仲茶

など）の需要の高まりが期待できる。

・・世界レベルの環境問題により有機・自然栽培茶の需要拡大。
・・海外で、禅からなるマインドフルネスが先進国から拡大中。

・国産茶の品質低下による、高品質のお茶の評価上昇。

・海外売上げの約     ％を占めるアメリカでの問題発生。
・ブランドイメージの棄損。

・広い土地と生産人口（若い）を持つ新興国の台頭。

・国内における茶の栽培面積・茶農家の減少。

・国内における人口減少と少子高齢化による、お茶需要のさらな
る減少。

外部

環境

機会 脅威

yutterui
矩形



・当社において、代表の後継者として、日本茶ブランドのお茶に込める心や思考（経営理念（日本茶で世界を平和に）、五方

よし、三誓願）を持つ者が必要である。

・各産地において、自身の産地らしさが分かる茶師に対し、「茶加工のノウハウ」の承継が必要である。鹿児島と京都については承

継が進むも、「煎茶の産地の静岡」と「かぶせ茶の産地の三重」については、現在の茶師は高齢であり、候補者探しが必要である。
但し、候補者を探す前に、煎茶とかぶせ茶について需要を伸ばす（出口を作る）必要がある。

・各国の提携先において、日本茶ブランドの心・思考の伝承と、ノウハウの承継が必要である。

・現状、レシピを除くノウハウは暗黙知化されており、ノウハウ流出のリスクはないが、承継にあたって書面化が必要である。
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現状の事業課題

現状のビジネス状況（As-Is）

海外事業

の課題

事業承継

の課題

チーム作り

の課題

・当社のソーシャルビジネスモデルは、日本茶ブランドの下で、チーム（当社、関連会社、生産者、提携先）の様々なプレイヤーがそ
れぞれの役割を果たし、有機的に関わって成立しており、この状態を持続する必要がある。

・海外のどの提携先の経営者も日本茶ブランドの心・思考に共感しているが、国によって価値感は様々であり、コミュニケーションも

展開国の増加に伴って容易ではなくなる。また事業環境は常に変化している。そのような中で、全員が同じ思考の下で、結束力を
高めて、ブランド価値を高めていく必要がある。

経営基盤

の課題

・これまで、事業再構築や海外での商標登録に想定以上の費用を要し、長年、純資産がマイナスの状態にある。他方、事業再構

築の過程で、販管費を減らすべく、社内のダウンサイジングを図ってきた。その成果と海外事業の成長により、１期前に営業利益の
黒字化を達成し、当期は営業利益が大きく伸びる見通しである。先ず純資産がマイナスの状態を脱却する必要がある。

・茶生産者の好循環による持続化のために、「高利益率でありながら、安定した経営を継続できる体制」が必要である。



知財を活用した経営戦略策定に向けて（To-Be）

26
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ビジネスの見通し、及び、課題の概要

知財を活用した

経営戦略策定に向けて（To-Be）

・日本茶ブランド事業は、軌道に乗った状態。

・代表の溝口氏の年齢を考えると、事業承継が大きな課題。

・事業の後継者が安心して事業を引き継ぐことができるように経営基盤の強化が必要。
・さらに事業承継後のソーシャルビジネスモデル継続のためのチーム作りも必要となる。

・今後も海外で抹茶需要が続くことが予測され、海外の抹茶の需要量に対し、高品質の抹茶を準備できれば、売上高・営業利益は順調に伸

びていくが、高品質の抹茶が不足する状態。抹茶以外の売上高を伸ばすことが必要。



28

課題解決の方向性・事業目標

知財を活用した

経営戦略策定に向けて（To-Be）

海外事業

事業承継

チーム作り

経営基盤

・当社において、日本茶ブランドの後継者（日本茶ブランド

の心・思考を持つ者）が必要。

・「煎茶産地の静岡」と「かぶせ茶産地の三重」について、茶

加工のノウハウを承継する候補者探しが必要であるが、その

前に、煎茶とかぶせ茶について需要を伸ばす必要がある。

・各国の提携先において、日本茶ブランドの心・思考の伝承
と、ノウハウの承継が必要である。

・日本茶ブランドの下で、チームの様々なプレイヤーが有機的

に関わって、ソーシャルビジネスモデルが成立しており、この状
態を持続する必要がある。

・国によって価値感は様々で、コミュニケーションも展開国拡

大に伴って容易ではない中、全員が同じ思考の下で、結束
力を高めて、チームでブランド価値を高めていく必要がある。

・純資産がマイナスの状態を脱却する必要がある。

・ 「高利益率でありながら、安定した経営を継続できる体

制」の構築が必要である。

課題

・ 日本茶ブランドの後継者候補が、安心して事業を引き継

げるよう、将来に亘って残していく価値がある事業（経営基

盤の強化、ブランド価値の向上など）にしていく。
・ 承継者が見つかっていない静岡・三重について、煎茶

（静岡）・かぶせ茶（三重）の需要を伸ばした上で、適し
た人材の招へい、及び、人材育成を行う。

・ノウハウの承継とともに書面化を行う。

当該ソーシャルビジネスモデルでは、“現地での美味しい”の実

現と、茶生産者の持続化のために“高収益の実現”が必要。

これらを実現するために、①お茶の品質・ブランドを守るため

の“お茶・商標の使用ルール”と、②ルールを実践するための

心・思考、を残すことが必要。①揺らぐことがないルール作り
と、②日本茶ブランドの心・思考の伝承を進める。

・2026年2月期以降に見込まれる利益にて、先ず純資産が
マイナスの状態を脱却させる。

・ 「高利益率でありながら、安定した経営を継続できる体

制」の構築のために、さらなる経営の効率化を進める。

課題解決の方向性・事業目標
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必要な経営戦略リスト、戦略検討に向けた検討論点

知財を活用した

経営戦略策定に向けて（To-Be）

・将来に亘って残していく価値がある事業

（経営基盤の強化、ブランド価値の向上な
ど）にしていく。

・静岡、三重について、煎茶、かぶせ茶の需

要を伸ばした上で、適した人材の招へい、
及び、人材育成を行う。

・ノウハウの承継とともに書面化を行う。

・お茶の品質・ブランドを守るためのお茶・商

標の使用について、揺るがないルール作り

・ルールを実践するための、日本茶ブランドの
心・思考の伝承

・純資産がマイナスの状態を脱却する。

・さらなる経営の効率化を進める。

課題解決の方向性

持続可能な

チームの

構築戦略

経営基盤の

強化戦略

知財戦略

開発・差別化

戦略

・役割（生産者はよい茶葉、加工業者は茶葉を最大

限美味しく、提携先はトレンド把握）の再認識。

・代表と一緒に仕事をすることで、日本茶ブランドの
心・思考の伝承がなされる。

・各チーム構成員が、ブランド・お茶の理解を深める。

・社内で必要な人材を確保しつつ、社内で対応する業
務以外は外部人材を活用する。

・コア人材がいなくなった場合のリスクに備え、必要なノ
ウハウの書面化。

・商標について無形固定資産として見える化。

戦略検討におけるポイント必要な

戦略リスト

海外事業

事業承継

チーム作り

経営基盤



ソーシャルビジネスモデルチームの事業承継状況及び将来像

知財を活用した経営戦略策定に向けて（To-Be）

日本茶ブランドの心・思考を持つ非
産地の人材
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当社

関連会社

米国

豪州

カナダ

ﾉﾙｳｪｰ

フランス

オランダ

チェコ

ﾏﾚｰｼｱ

B国

A国

C国

B国、豪州で、日本茶ブランドの心・思考の

伝承、ノウハウを承継中。米国、欧州、カナダ
は伝承・承継済み。

欧州には、フランスにキーパーソンが存在。

X国

Y国

Z国

・DXの推進がなされて、
社内業務を効率的に実施できる体制。

・ノウハウ管理体制

A社 B社 C社

社内で対応する業務以外を担う協力会社

・ビジネスモデル持続化の心・思考

・お茶・商標の使用ルール

①日本国産の一番茶

②各産地の明記

・役員の一人に、茶業で800年以
上の歴史を持つ溝口家

A国、B国、C国から、他の提携先へのB級原料
（ﾁｮｺﾚｰﾄやｺｰﾋｰ）の供給。

・コロンビア等でB級原料の活用が進み、
・他の提携先ではメニューの付加価値が増大。

組合 加工業者

因島

杜仲茶

農家 加工業者
静岡

農家 加工業者
鹿児島

宮崎

熊本

農家 加工業者
三重

農家 加工業者

京都

滋賀

奈良

・赤字の産地は、ノウハウ（産地の
技術）等を承継済み。

・静岡、三重は、お茶の需要拡大さ
せて、ﾉｳﾊｳ等の承継者探しが必要。

抹茶・一般茶

・若手の生産者が、ノウハウ等を承
継済み。

今後の

展開国
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ビジネスモデルキャンパス

知財を活用した

経営戦略策定に向けて（To-Be）

⑧パートナー

◼ 各産地の生産者（農家、
加工業者）

◼ 国内外の提携先

◼ 社外人材

⑦主要活動

◼ 新たな国での業務提携

◼ メニュー開発

◼ 生産者支援

②価値提案

◼ 美味しい茶メニュー

◼ ユニークな体験

◼ 侍茶道文化

④顧客との関係

◼ 提携先の実店舗でのサー
ビス提供

◼ SNSによる情報発信

①顧客セグメント

◼ お茶を嗜好品と考える人

◼ 茶道文化に関心が高い
人

◼ コーヒーやワインの代替品
としてお茶を求める人

◼ 健康に興味がある人

◼ マインドフルネスに興味が
ある人

◼ 環境問題意識が高い人

（特に杜仲茶）

③チャネル

◼ 提携先の実店舗

◼ インターネット、SNS

⑥リソース
■ 39ヵ国の登録商標

■日本の茶生産地、及び、提

携先とのネットワーク

■高品質のお茶を製造する「茶

加工のノウハウ」

■お茶・商標の使用ルール

■日本茶ブランドの心・思考が

伝承された人材

■ソーシャルビジネスモデル

⑨コスト構造

◼ 生産者からの茶購入の費用

◼ 人件費などの販管費

◼ 商標の登録・維持費用

⑤収益の流れ

◼ 提携先等への茶販売による売上げ
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事業（実行）計画（To-Be）
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2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033

売上高

営業利益

日本茶ブランドの資産価値

企業価値（例えば、直近3期分の営業利益）から、純資産を引いた“のれん”の大部分が、日本茶ブ
ランドの資産価値を構成。

帳簿に載らないものの、右図に示すように、

営業利益・企業価値の増加に伴って、のれん

部分が増え、日本茶ブランドの資産価値は向上。

経営基盤の

強化戦略

債務返済 2028年以降、純資産がプラスの状態

経営基盤強化の体制構築

事業承継を見据えて、準備・行動。持続可能な

チーム構築戦略

お茶・商標の使用ルール作り

心・思考の伝承

ノウハウの承継・書面化

知財戦略

開発・差別化

戦略

＜当社の将来的な目標は「日本回帰」＞

世界に誇れる日本茶文化の海外での発展に伴い、国内に

おいても報道が増えており、少しずつ日本茶が見直されつつ
ある。海外での事業拡大を進めながら日本回帰を実行。

企業価値
純資産

のれん 企業価値

純資産

のれん



1. 納品された報告書についての著作権は特許庁に帰属しておりますが、特許庁ウェブサイト（知財金融ポータル
サイト含む）で公開された報告書を他者へ開示・掲載等される場合には、特許庁ウェブサイトの利用ルールに
則り、特許庁ウェブサイト（知財金融ポータルサイト）からの引用である旨を示した上で使用することが可能
です（※１）。 
また、対象の金融機関・企業が本事業の目的や趣旨の範囲内で利用する場合（※２）には、著作権が特許庁に
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部分）は、原則、不特定多数への開示はお控えください。 
ご利用にあっては、事前に特許庁へのお問合せをお願いいたします。
※１：特許庁ウェブサイト「1. 特許庁ウェブサイトのコンテンツの利用について」（知財金融ポータルサイトへの掲載資料にも準用）

このサイトについて | 経済産業省特許庁

※２：本事業の目的は、企業が自社の強みとその事業上の位置づけを金融機関等のステークホルダーに適切に示し対話促進につなげることです。例
えば、自機関・自社内での報告書の共有、自社の強みのステークホルダーへの開示等は目的の範囲内となりますが、知財の権利譲渡や損害賠償額算
定等における価値評価は本事業の目的範囲外となります。 

2. 報告書の内容は納品時点の情報であり、ヒアリング時点の内容における認識違い・誤りや、その後の状況の変
化により、報告書の内容と実際との間で違いが発生する可能性がございます。また、個別の報告書の内容につ
いては、特許庁の公式見解ではなく、また特許庁が責任を負うことはありません。 

3. 納品時点の内容に誤りがある場合、特許庁は受託事業者に対して修正等を求め、これに基づき受託事業者は報
告書作成者に対して修正等の対応を求めることができます。 

4. 個別の報告書に対する問い合わせについては、2026年3月までは受託事業者が対応いたします。また、2026年4
月以降は、委託元である特許庁が対応いたします（ただし、報告書の内容の詳細については対応しかねる場合
がございます）。

https://www.jpo.go.jp/toppage/about/index.html
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